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東日本大震災での経験を踏まえ，内閣府では，津波災害時において徒歩避難を原則としつつ，やむを得

ず車での避難が必要な場合のみ車を使った避難を認めた．しかし，徒歩と自動車が混在する状況下におけ

る効率的な避難の考え方は未だ確立していない．先行研究では，避難計画策定時の支援を目的として，避

難完了時間の最小化を目的とする最適避難計画モデルを構築しているが，ここでは単一の交通モードを仮

定しており，徒歩と自動車の異なるモードによる避難を考えることができていない．本研究では，より実

用性が高い避難計画モデルとするため，徒歩と車を用いる混合モードでの避難における津波災害に対する

最適避難計画モデルを構築する．混合モードでの避難を対象とすることで，より現実的かつ効率的なもの

となり，避難計画立案の一助とすることを目的とする． 

     Key Words : space-time extended network, Tsunami disaster, optimal evacuation planning, bimodal 

transpotation 

1. はじめに 

東日本大震災以前，津波避難は家屋倒壊，落下物，道

路の損傷，交通渋滞等が発生する恐れがあることから原

則徒歩と定められていた．しかし，東日本大震災では，

津波到達までの時間が短かったことや避難場所までの距

離が遠いなどの地域の実情から，助かった避難者の約半

数が車避難を選択している．また，車を使用した人のう

ち4分の1が「渋滞で動けなかった」，「被災で信号が停

止していた」，「がれき散乱や道路陥没で通行しづらか

った」などと，避難の際に何らかの問題が生じている1）．

このような実際の災害時の避難状況や被災者の声があり，

なおかつ，高齢社会に突入した現在，徒歩での避難が困

難な要避難支援者の存在も考慮し，地域の地形や環境，

避難所や高台の位置，要避難支援者の有無など，それぞ

れの地域の実情に合わせた避難計画が必要であるといえ

る．実際，宮城県亘理町にて2013年6月に実施された総

合防災訓練では，自動車での津波避難を許容したところ，

避難者の約8割が車で避難している2）．また，和歌山県

みなべ町では，自動車を用いた津波避難訓練やワークシ

ョップ等の実践的活動が定期的におこなわれている3）．

高知県黒潮町においても，2014年6月に高台の住民が避

難車両の誘導に備え，「車の誘導方法を考える訓練」を

実施し4），2016年4月には，初めて車避難を含めた津波

避難訓練が実施された．このように多くの地域で自動車

を用いた津波避難訓練を実施しており，車での避難が検

討され始めている．車避難を考慮した避難計画の策定が

急がれるが，具体的な計画手法については未だ確立され

ていないのが現状といえる． 

自動車による津波避難に関する研究では，金ら5），福

田ら6），片岡ら7）のように，避難計画策定や交通ネット

ワーク評価のための自動車を使った避難シミュレーショ

ンモデルの構築およびシナリオ分析などがみられる．金

井ら8），門野ら9），柴山ら10）は，東日本大震災による被

災者の被災当日における避難行動を調査し，防災意識や

地域特性，被災状況が避難行動に及ぼす影響を分析する

ことで，今後の津波災害対策のための有益な情報を提供

している． このように，現象を理解するための演繹的

アプローチや実際の避難状況の把握は非常に重要である

が，それとは別に，それぞれの地域の住民ががどこに向
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かって，どの交通手段で逃げるともっともはやく避難を

完了することができるのか，といった最適な避難方法を

検討する規範的アプローチも必要であると考える．本研

究では，津波災害を対象とし，規範的な考え方に基づく

最適避難計画モデルの構築をおこなう．本モデルは，地

域ごとに徒歩避難あるいは車避難を予め定めることがで

きる避難計画支援ツールになることが可能であり，避難

計画策定や避難完了時間の短縮のための対策を検討する

際の一助となると考える． 

規範的アプローチによる最適避難計画モデルとして，

倉内11），荒木ら12）は，静的ネットワークを時間軸に拡

張した時空間拡張ネットワーク（STEN，Space-Time Ex-

tended Network）13）において，すべての人が避難完了する

までの所要時間のうち一番長いものが最も短くなるよう

な避難方法を求める経路ベース最適避難計画モデルを構

築し，実際のネットワークに適用したケーススタディを

示している．しかしながらこの方法では，ネットワーク

上の考えうるすべての経路を数え上げる必要があり，実

ネットワークに適用する際，計算量が膨大となり実用的

ではない．このような課題点を改善するため，安藤ら14）

は時空間拡張ネットワーク（STEN）において，Jarvis and 

Ratliff 15）が示した『動的なmany-to-one ネットワークにお

いては総避難時間最小化と避難完了時刻最小化が等価で

ある』ことを援用し，総避難時間最小化問題により最適

避難方法を得るリンクベース最適避難計画モデルを構築

している．これにより，大幅な計算所要時間の短縮が可

能となり，より実用的なモデルにとなったといえる．し

かし，ここでは単一の交通モードを仮定しており，全員

が同一の手段により避難をおこなうという点では非現実

的である．本研究では，リンクベース最適避難計画モデ

ルを基に，先行研究で残された課題であった交通手段に

ついて，2つのモードでの検討が可能な歩車混合型最適

避難計画モデルを構築した．さらに，構築したモデルを

用いて，宮城県亘理郡亘理町での実ネットワークにおい

て試算し，モデルの挙動を確認するとともに，本モデル

による試算結果の避難計画への反映方法について検討し

た． 

2. 津波避難計画の現状

我が国の防災計画 は災害対策基本法16）を基に，災害

対策の根幹をなす防災分野の最上位計画として，防災基

本計画を中央防災会議が策定している17）．この防災基

本計画に基づき，指定公共団体が地域防災計画を策定し

ている．防災基本計画は平成23年12月に東日本大震災の

影響を踏まえた地震・津波対策の抜本的強化，最近の災

害等を踏まえた防災対策の見直しを反映し，「津波災害

対策編」の追加等といった修正がなされた．しかしなが

ら，それに基づいて策定されるべき地域防災計画の修正

は速やかに実施されていない現状がある．津波避難対策

推進マニュアル検討会では，2012年12月1日を基準日と

して，沿岸市町村及び津波被害が想定される市町村約

660団体を対象とした津波避難対策に関するアンケート

結果を示しており，地域防災計画を「修正した」と回答

したのは65団体，「修正したがさらに検討中」が95団体

であり，「検討中」と回答したのは396団体と全体の約7

割以上であった（回収率：86.2%）18）．このように，東

日本大震災の経験を踏まえ，速やかに地域防災計画を修

正した市町村は少なく，検討中の市町村が大半を占めて

いた．東日本大震災の経験を活かし，今後発生が予想さ

れる南海トラフ地震をはじめとする大震災に備え，一刻

も早い地域防災計画の修正が必要である．本モデルは，

避難の際の基本となる最適避難方法を示しており，事前

計画として，各自治体による地域の実情を考慮した地域

防災計画の策定に大きく寄与するものと考えている． 

3. 歩車混合型最適避難計画モデルの構築

(1) 最適避難計画について 

a) 最適避難計画の方針 

本研究で構築する最適避難計画は，計画者が設定した

避難計画に避難者全員が従うことを仮定する，規範的ア

プローチによる最適避難計画としている．また，避難計

画において最適避難である状態というものは，すべての

方の避難が完了する避難完了時間を最小とするものとし，

それぞれの地域住民が，どの交通手段で，どの避難所に

避難するべきなどの避難の仕方を求めるものとする．そ

のため，実際の各自治体で策定されている地域防災計画

の避難計画の方法とは異なる可能性がある． 

b) 最適避難計画モデルの概要

本モデルでは，Jarvis and Ratliff 15）が証明する，多出発

地単一目的地の動的ネットワークにおいて，避難完了時

間最小化と各時間帯の避難完了を示すノードからの流出

時間帯で重み付けした最小化問題（Exit Flow 最小化問題）

の等価性に基づく，リンク交通量を未知変数としたExit 

Flow 最小化問題によりモデルを構築する．Exit Flow 最小

化問題にすることで，避難経路を特定する必要がなく，

計算コストの縮小が可能である． 

 津波避難時の問題のひとつとして，車で避難をおこな

った場合の渋滞問題がある．そこで，リンクに容量制約

を課し，リンク容量を超えない範囲で交通量を割り当て

ることにより，待機せざるを得ない避難者が生じ結果と

して到着時間が遅れる様子を表現する．また，本モデル

の最大の特長である歩車混合型での避難の想定が可能で
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ある点については，歩車がリンクを混合して使用するこ

とにより，双方のリンク容量を減少させるものと考え，

歩行者による自動車の容量低下，および自動車による歩

行者の容量低下を表現する． 

(2) 歩車混合型最適避難計画モデルの定式化 

 先行研究である倉内11）の時空間拡張ネットワーク

（STEN）を活用し，時間軸を考慮したうえで，徒歩と

自動車での避難の2つのモードによる避難を想定した最

適避難計画に資する数理計画モデルを構築した．ネット

ワークは図-1に示すような時空間に拡張されたものであ

る．ノードとリンクは以下のように定義される． 

通常ノード : 実際に存在するノードを時空間

に拡張したもの．（Nnum x 

(Snum+1)） 

避難完了時 

ノード 

: 避難完了を表現するノード．各

時間帯にひとつずつ存在する．

（Snum+1個） 

出発地ノー

ド 

: 避難者が存在するノード．

（Onum個） 

避難完了ノ

ード 

: 最終的な目的地．図1中の△のノ

ード．（1個） 

通常リンク : 実際に存在するリンクを時空間

に拡張したもの．車，歩行者を

個別に取り扱う．リンク数は，

時間帯数 Snum と各リンクの所要

時間の関係により変化する．混

雑による遅れは考えず，容量を

超える交通を受け入れることは

できない． 

流出リンク : 避難完了時刻ノードと避難完了

ノードをつなぐリンク． 

（Snum+1個） 

避難所リン

ク 

: 避難所ノードと避難完了時刻ノ

ードをつなぐリンク．車，歩行

者を個別に取り扱う． 

（2 x Knum x (Snum+1)個） 

出発地リン

ク 

: 出発地ノードと通常ノードをつ

なぐリンク．車，歩行者を個別

に 取 り 扱 う ．（2 x Onum x 

(Snum+1)個） 

時空間ネットワーク上での総避難時間最小化と避難完

了時刻最小化の等価性を証明した Jarvis and Ratliff  15) を援

用し，さらに STENを用いることで，避難完了時刻の最

小化問題は，各時間帯の避難完了を示すノードからの流

出フローの時間帯で重み付けした最小化問題（Exit Time 

最小化問題）と等価であることが示されている．よって，

Exit Time 最小化問題として歩車混合型最適避難計画モデ

ルの定式化を以下に示す． 

min ∑ 𝑐𝑒𝑥𝑒
𝑒∈𝐄

(1) 

subject to 

− ∑ 𝛾𝑥𝑎
𝑎∈𝑂𝑢𝑡(1,𝑜)

− ∑ 𝑥𝑎
𝑎∈𝑂𝑢𝑡(2,𝑜)

+ 𝑞0 = 0   ∀𝑜 ∈ 𝐎 (2) 

∑ 𝛾𝑥𝑎
𝑎∈𝐼𝑛(1,𝑒)

+ ∑ 𝑥𝑎
𝑎∈𝐼𝑛(2,𝑒)

− 𝑥𝑒 = 0   ∀𝑒 ∈ 𝐄 (3) 

∑ 𝑥𝑎
𝑎∈𝐼𝑛(𝑚,𝑛)

− ∑ 𝑥𝑎
𝑎∈𝑂𝑢𝑡(𝑚,𝑛)

= 0   ∀𝑚 = 1,2, 𝑛 ∈ 𝐍 (4) 

∑ 𝑥𝑎
𝑎∈𝑂𝑢𝑡(1,𝑘)

≤ 𝑗𝑘
𝑐   ∀ 𝑘 ∈ 𝐊 (5) 

∑ 𝑥𝑎
𝑎∈𝑂𝑢𝑡(𝑘)

≤ 𝑗𝑘
𝑝

   ∀ 𝑘 ∈ 𝐊 (6) 

𝑥𝑎 + 𝛽𝑎
𝑝𝑐

𝑥𝑏 ≤ 𝑠𝑎
𝑐

∀𝑏 = {𝑏|𝑙𝑎 = 𝑙𝑏, 𝑖𝑡𝑏 ≤ 𝑖𝑡𝑎, 𝑜𝑡𝑏 ≥ 𝑜𝑡𝑎, 𝑏 ∈ 𝐀𝑝},
𝑎 ∈ 𝐀𝑐

(7) 

𝑥𝑎 + 𝛽𝑎
𝑐𝑝

𝑥𝑏 ≤ 𝑠𝑎
𝑝

∀𝑏 = {𝑏|𝑙𝑎 = 𝑙𝑏 , 𝑖𝑡𝑏 ≥ 𝑖𝑡𝑎 , 𝑜𝑡𝑏 ≤ 𝑜𝑡𝑎 , 𝑏 ∈ 𝐀𝑐},
𝑎 ∈ 𝐀𝑝

(8) 

𝑥𝑎 ≥ 0, ∀𝑎 ∈ 𝐀 (9) 

ただし， 

O : 出発地ノードの集合（個数はOnum） 

N : 中間ノードの集合（個数はNnum） 

S : 計算対象の時間帯数（s=0～Snum まで計算

するとし，個数は Snum+1） 

E : 最終目的地に接続されるリンク（最終流

出リンク）の集合（個数は Snum+1） 

K : 避難所の集合（個数はKnum） 

𝐀𝑐 , 𝐀𝑝  : それぞれ自動車および徒歩の通常リンク

の集合 

図-1 時空間ネットワーク 
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dt : 単位時間（分） 

sc : 自動車のリンク交通容量（台／dt） 

sp : 歩行者のリンク交通容量（人／dt） 

ma : 各リンクaのモード（0=区別なし，1=車，

2=歩行者） 

ita, ota : 各リンクの流入時刻および流出時刻 

la : STEN 上のリンク a の静的ネットワーク上

のリンク番号 

𝑗𝑘
𝑐 : 避難所kの自動車での容量（駐車可能台数

に相当）．なお，この値を 0 にすること

で，徒歩避難のみ受入可能な避難所を表

現可能． 

𝑗𝑘
𝑝 : 避難所kの受入可能容量（一時避難可能人

数に相当） 

ca : 最終流出リンク aのコスト（=流出時刻） 

qn : 出発地 nからの避難需要（人） 

In(n) : ノード nに流入するリンクの集合 

Out(n) : ノード nから流出するリンクの集合 

In 
(m, n) 

: ノードnに流入するモードmのリンクの集

合（m=1，車，m=2，徒歩） 

Out 
(m, n) 

: ノードnから流出するモードmのリンクの

集合（m=1，車，m=2，徒歩） 

γ  : 自動車の平均乗車人数（人／台） 

𝛽𝑎
𝑐𝑝 : リンクaの自動車の歩行者換算係数（人／

台）（自動車1台の歩行者容量に及ぼす影

響） 

𝛽𝑎
𝑝𝑐 : リンクaの歩行者の自動車換算係数（台／

人）（歩行者1人の自動車容量に及ぼす影

響） 

𝑥𝑎 : リンク aの交通量 

である．なお，上記の問題は線形計画問題となっている．

制約条件について，以下に説明する． 

a) 出発地ノードにおけるフロー保存

ここでは，出発地にいる避難者全員が避難するものと

する．式（2）は，各目的地から流出する交通量がその

地点の避難者数に等しいことを示す．なお，ここでの定

式化においては，あるノードに流入する場合を正，流出

する場合を負としてとらえている．また，車を利用する

場合には，複数人（=𝛾）乗車することも想定している． 

b) 避難完了時刻ノードにおけるフロー保存則

Exit Flow を算定するために，避難完了時刻ノードにお

けるフロー保存を考える．式（3）のように書ける．避

難完了時刻ノードから流出するノードは唯一であるため，

ここでは xeと示している． 

c) 通常ノードにおけるフロー保存

通常ノードにおいては，モードを個別に取り扱う必要

がある．すなわち，途中で徒歩から自動車に乗り換える，

ということはできない．したがって，式（4）のように

記述できる．なお，流入・流出リンクには通常リンクだ

けでなく，出発地リンク，避難所リンクも含まれている

ことに注意が必要である． 

以上が等号制約条件として設定される．次に不等号制

約条件について考える． 

d) 避難所における容量制約

前述の通り，各避難所には，自動車の受入可能容量と

避難者の受入可能容量の 2種類が存在する．よって自動

車の受入可能容量を示す式（5）と，避難者の受入可能

容量を示す式（6）の 2つの制約条件となる． 

e) リンク容量制約

車と徒歩の 2モードによる避難に際し，リンク容量制

約に対して工夫を加える．すなわち，リンクを混合して

使用することによって，双方のリンク容量を減少させる

ものと考える．なお，この関係式は，STEN において交

差しうるすべてのリンクを対象とする．図-2 を用いて

説明する．今，車での移動を表すひとつのリンク（赤色）

に対して，青い点線で示された徒歩リンクが交差する．

この場合，これら全てのリンクに対して，式（7）の容

量制約が成立するものとする．同様に，歩行者の容量に

ついても自動車が走行することによって低下が生じるも

のとし，式（8）の制約条件を課す． 

以上により，歩行者による自動車の容量低下，あるい

は自動車走行による歩行者の容量低下を表現することが

可能である．なお，換算係数𝛽をリンクごとに設定して

いるが，これは例えば十分な幅員の歩道が確保されてお

り，なおかつ車道を歩行者が利用することが想定しづら

い場合ゼロにするなど，リンク特性に応じて柔軟に対応

可能とするためである．これより，モードにより避難可

能な場所が異なる可能性をもつ，徒歩と自動車が混合す

ることで生じる悪影響を考慮できる最適避難計画モデル

が構築できた． 

4. 実ネットワークにおけるモデルの実用性検証

(1) 対象地域と試算ネットワーク

対象地域は，先行研究12）14）と同じ宮城県亘理郡亘理

町とする．亘理町は，太平洋に面し海岸部は平地が続い

図-2 自動車リンクと歩行者リンクの相関 
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ており，西側の内陸部まで約5㎞の距離がある．そのた

め，津波避難の際，徒歩での避難が困難であることや，

普段から自動車を主な移動手段としている人が多い等の

理由を踏まえ，自動車での避難も考慮し，地域ごとに，

避難手段や避難所などを定めた津波避難計画を策定して

いる19）．亘理町は東日本大震災の際に，約60分で津波

が到達したことから，津波避難計画において，「津波到

達までの時間」を60分，「地震発生から避難までに要す

る時間」を15分と設定し，「津波発生後の避難可能時間」

を45分としている．そのため，本研究での試算結果検討

においても，避難可能時間45分をひとつの目安として考

える．計算に使用するネットワーク図を図-3に示す．

STENによりネットワークを時空間に拡張するため，ノ

ード数，リンク数が飛躍的に増加することを考慮し，亘

理町の主要な道路に限定したネットワークである．また，

近隣のリンク同士を集約したところはリンク容量を足し

合わせており，実際の道路の容量は損なわないように配

慮した．静的ネットワーク上にて，リンク数は往復合わ

せて120，ノード数は36，そのうち避難所ノードは8，出

発地ノードは23である．避難者は地域に居住する人口

（総人口7, 325人）20）をノードに割り付けて設定してい

るため，ここでの避難計画は夜間人口を想定したと考え

ることができる．各避難所の収容人数は．亘理町の「避

難所開設・運営マニュアル」21）に示されている避難所

容量を用い，駐車可能台数については，標準地図22）よ

り計測した駐車可能な面積を1台あたりの駐車面積23）で

除した値を駐車可能台数と仮定している．以上の条件に

より，前章で構築したモデルを用いて，試算した結果を

次節に示す． 

(2) 試算結果の考察

a) 一時避難所を利用しないケース

一時避難所は浸水区域内に位置することもあり，実際

の災害時には利用できない可能性，あるいは大きな津波

の場合に浸水被害が生じる懸念もある．そのため，まず

は一時避難所を利用できないケースに関して検討をおこ

なう．このケースで使用可能な避難所は津波浸水区域外

の4ヵ所であり，平均乗車人数は2人とした．まず，交通

モードの選択状況に注目すると，7,325人の避難者の中

で徒歩避難を選択した人は図-3のノード29を出発し，ノ

ード24に避難した231人のみとなり，他の避難者はすべ

て車避難をおこなうという結果になった．これは，沿岸

地域からの避難の際，徒歩避難では大幅な所要時間を要

するため，車での避難をせざるを得ないことを意味して

おり，比較的避難所の近くの避難者のみ徒歩避難するこ

とが最適な避難方法ということになった．なお，ここで

は津波による浸水が想定される地域を対象として分析を

行っており，なおかつ津波に対して安全な高台が津波浸

水地域には存在しないと仮定した計算結果であるため，

多くが車避難を選択したといえる．次に，全体の避難状

況についてみると，全体の避難完了時間は78分，徒歩で

の避難完了時間は37分となった．また，避難開始からの

避難完了人数の推移を図-4に示すが，これより亘理町津

波避難計画にて定められている避難可能時間45分以内に

避難を完了した避難者は59％であり，40％近くが現状の

避難所容量およびネットワークでは避難が難しい結果に

なった． 

b) 一時避難所への車避難を制限したケース

次に，津波浸水区域内にある一時避難所への車避難を

制限するケースにて試算する．図-3に示す4カ所の一時

避難所は駐車場容量を0とすることで，車避難を禁止し，

徒歩による避難者のみを受け入れることとした．先ほど

のケースと同じく平均乗車人数は2人としている．まず，

交通モードの選択状況に注目すると，7,325人中5,020人

図-3 試算ネットワーク図 

図-4 車避難を制限したケースでの避難状況 

避
難
人
数
（
人
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第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2171



は車を使用し浸水区域外の避難所へ，2,305人は徒歩に

より一時避難所へ避難するという結果であった．全体の

避難完了時間は56分，徒歩での避難完了時間は23分とな

った．避難所4カ所のみに避難をおこなうよりも，22分

の避難完了時間の短縮ができており，一時避難所への徒

歩避難と併用することが有効であることがわかる．また，

避難可能時間45分時点での避難完了率は98％であり，全

員が45分で安全な場所に避難できる結果とはなっていな

いものの，一時避難所を利用しないケースの45分時点避

難完了率59％から大幅に改善できている． 

今回のケースでは平均乗車人数を2人と仮定したが，

このケースにおいて徒歩避難が4ヵ所へ分散しているこ

と，徒歩のみならず津波浸水想定区域外に車避難がおこ

なわれていることを踏まえ，平均乗車人数を変化させた

場合について分析する． 

c) 平均乗車人数の影響

一時避難所への車避難を制限したケースにおいて，平

均乗車人数を1～4人に変化させたときの避難完了時間の

短縮効果について考察する．図-5に示すように，乗車人

数ごとに避難完了時間は1人から1人増えるごとにそれぞ

れ38分，14分，6分短縮されたことがわかる．よって，1

台あたり2人の乗車は避難完了時間の減少効果が著しく，

1人1台での乗車では大幅な避難時間を要することがわか

る．また，乗車人数が3人以上からは，避難可能時間45

分をクリアしている．このように，平均乗車人数を何人

以上にすれば避難が可能なのかといった議論も本モデル

を用いておこなうことができる．なお，次節以降では，

平均乗車人数は2人と仮定し分析を進める． 

(3) 避難完了時間短縮の検討 

本研究では，地震の影響により交通流に影響がでない

など理想的な条件を仮定している．そのため，実際の避

難時は，前節で示したような本モデルでの計算結果より

避難完了時間が大幅に遅れることは十分に考えられる．

しかし，理想的な条件を仮定した状態での結果は，実際

の避難の基本となるため，このような条件下での避難完

了時間短縮の検討は必要だと考える． 

ここでは，前節で示した一時避難所を利用しないケー

スをもとに，施策を実施した際の避難完了時間短縮効果

について考察する． 

a) リンク容量の増大効果 

避難完了時間短縮のための検討策のひとつとして，リ

ンク容量の増加がある．本研究では，リンクを一方通行

化させるコントラフローを実施することでリンク容量の

増加を図った．対象リンクは，一時避難所を利用しない

ケースにおいて，特にリンク混雑率が高かった県道10号

にあたる東西路線（ノード19→18→17→25→24→23を繋

ぐもの）と，北部に位置する避難所3への主要リンクで

ある南北路線（ノード19→12→7→4→1→3をつなぐもの）

の2つの経路を対象とし，コントラフローを実施してみ

た．まず，東西リンクでの実施について，交通モード選

択状況は，徒歩避難者がノード29から発生した74人のみ

となり，車利用を主体とする避難となった．また，全体

図-6 一時避難所を増設した際の検討結果 

図-5 避難完了時間の変化（一時避難所は徒歩利用のみ） 

図-7 各ケースでの避難完了時間 
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の避難完了時間は66分，徒歩での避難完了時間は32分と，

コントラフロー実施前と比較して12分の避難完了時間短

縮効果がみられた．また，避難可能時間45分時点の避難

完了率は70％と11％の改善がみられた．つぎに，南北リ

ンクでの実施について，交通モード選択状況は徒歩避難

者がノード29から発生した264人のみとなり，東西リン

ク時と同様に車避難を主体とする結果であった．しかし，

全体の避難完了時間は78分，徒歩での避難完了時間は38

分となり，コントラフロー実施前と同刻となった．さら

に，45分時点避難完了率は56％と，実施前と比較して

3％低下した． 

このように，リンク容量増加の施策をおこなう際，対

象とするリンクによって大きく効果が異なり，対象が不

適切な場合は効果が見込めないことがあることが示され

た．そのため，対象リンクの選定や優先順位の決定は非

常に重要な意味を持つ．本モデルは，その際のひとつの

指標になり得ると考えられる． 

b) 一時避難所の増設効果 

前項で示すとおり，リンク容量を増大させた場合，避

難完了時間の短縮が可能なケースもみられたものの，車

避難を助長するものであった．本来の津波避難では徒歩

避難を主体として避難が理想であるため，徒歩避難を主

体とし，かつ避難完了時間を短縮することに期待し，図

-6の青星の位置に一時避難所の増設をおこなう．これら

は，亘理町津波避難計画にて建設予定とされている一時

避難所と高速道路階段を追加し，計11ヵ所の一時避難所

としたケースである．図-6中の試算結果にもあるように，

津波浸水区域外の避難所へは車による避難者が，浸水区

域内の一時避難所へは徒歩による避難者が避難する結果

となり，歩車分離での避難が最適という結果になった．

このケースでは，徒歩避難を選択した避難者は全体の

55％となり，徒歩避難が主体となった避難であることが

わかる．全体の避難完了時間は38分，徒歩での避難完了

時間は19分となり，避難開始45分以内にすべての避難者

が避難完了できている．よって，津波避難時の避難方法

を原則徒歩避難としたうえで，避難完了時間を短縮する

ためには，地域特性や場所の特徴を捉え，適切な位置に，

求められる種類であり十分な容量の避難所を設置するこ

とが重要であるといえる． 

5. おわりに

 本研究では，それぞれの地域の住民がどこに，どの交

通手段で避難すべきかといった，規範的な考え方に基づ

く歩車混合型最適津波避難計画モデルの構築した．構築

したモデルを用いて，宮城県亘理郡亘理町の実ネットワ

ークにおけるさまざまなケースでの試算，検討をおこな

った．その結果，本モデルを用いることで，平均乗車人

数の設定や使用可能な避難所，避難所の位置などによる

避難完了時間の増減効果を知ることができた．さらに，

亘理町の現状のネットワーク条件では，亘理町津波避難

計画に記されている避難可能時間45分間で全員が避難す

ることは難しく，何らかの対策が必要であることがわか

った．また，避難完了時間短縮のための施策検討では，

一時避難所の増設の効果が最も高く，避難完了時間を大

幅に短縮できることがわかった．このように，本モデル

は避難計画策定や避難完了時間短縮のための対策検討が

可能であり，各自治体が事前の津波避難計画を議論する

際の参考になり得ることを示した． 

 今後の課題としては，状況再現が可能であるシミュレ

ーションなどを用い，今回設定した計算条件の妥当性等

も含め，最適避難計画モデルの効果を検証する必要があ

る．また，現在のモデルでは，交差点による交通容量の

低下を反映していない．現実には，交差点での容量低下

は必至であるため，交差点での交通量制約を与えたうえ

で，避難完了時間などについて議論すべきである．さら

に，本研究で示した総避難時間最小化を下位問題とし，

上位問題にネットワーク整備費用の最小化をもつバイレ

ベルのネットワークデザイン問題が定義できると考える．  
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OPTIMAL BIMODAL TSUNAMI EVACUATION PLANNING MODEL  

BY CAR AND ON FOOT

Souichiro YOKOYAMA, Hiroe ANDO, Fumitaka KURAUCHI and Satoshi SUGIURA 

The Great East Japan Earthquake occurred in Japan in 2011. Subsequently, the Cabinet Office of Japan revised 

the Basic Disaster Management Plan and decided that evacuation by car should be admitted if unavoidable. But 

the efficient process of planning  evacuation by car and foot has not been established yet.  The previous study 

constructs an optimal evacuation planning model where the total evacuation time is to be minimised. But, it 

cannot consider evacuation by car and by walk because it is only considered a single mode (basically by car). 

Hence, this paper attempts to construct an optimal bimodal (by car and foot) evacuation planning model with the 

purpose of minimising the time to finish an evacuation for a more practical evacuation planning model. This 

model allowed for a more realistic optimal evacuation characterization and it is possible to aid in the drafting 

evacuation plans. 
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